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 検定協会だより　令和２年８月

このたびの令和２年７月豪雨災害により被害を受けられた皆様には謹んでお見舞い申

し上げるとともに、被災地域の一日も早い復旧を心よりお祈り申し上げます。

昭和47年（1972年）冬季オリンピックの開催とともに政令市となって間もなく50年を

迎える札幌市は再開発の真っただ中にあります。

碁盤の目に区切られた街区と大通公園を防火帯とすることで都市大火に備えてきた札

幌は、冬期オリンピックを契機に人口が100万人を超え、雪に妨げられず安全・快適に

移動できる環境を整えることが

まちづくりの大きな命題となり、

地下や空中で街区を跨って行き

来できる建築物群が形成される

ようになりました。その傾向は

近年の再開発の流れの中でます

ます加速しています。

この50年間、複雑に一体化す

る建築物群に対して札幌市消防

局が取り組んできた防火安全対

策の一端をご紹介します。

○昭和40年代から

アジア初の冬季オリンピックに前後し、大通公園と札幌駅前通りが交差するエリアに

札幌市役所をはじめ百貨店やオフィスビルが建設され、現在の札幌中心部が形作られる

とともに、地下鉄の開通で郊外にも中高層のマンションが急増しましたが、先行する大

賑わいのあるまちづくりの

安心安全のために

　札幌市消防局長

岡 本 征 仁

昭和30年代の札幌中心部

「札幌市公文書館所蔵」
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都市に倣い開放性の高い構造を採用した結果、雪が吹き込む冬の厳しい気候にマッチし

ないものとなりました。一方で中心部に整備された地下街は天候に影響されずに往来で

きたことから、同様の利便性を市民から期待されるようになりました。

○昭和60年頃から現在

昭和の終わりから地下鉄路線の増設、札幌駅前地下街の再整備などの地下施設の充実

と既存建物の改修が行われ、平成にはＪＲ札幌駅南口のＪＲタワーをはじめとする複合

商業施設群の建設と併せて地下空間の利用拡大が図られました。

平成23年（2011年）に供用開始された全長520ｍの公共地下歩道「チカホ」は道路と

して整備されましたが、ＪＲ札

幌駅から地下鉄すすきの駅を繋

ぐ1900ｍの地下通路の一部と

なっただけでなく、両脇の広場

部分と沿道ビルとの接続によっ

て賑わいを育む空間となってい

ます。

札幌市消防局では、設計当初

から接続ビルとの延焼防止対策

の他、地下施設特有の避難困難

性や消防活動困難性を関係機関

との協議を重ね、自動火災報知

設備や誘導灯などの利用者の避

難支援となる消防設備を設ける

他、連結送水管などを敷設した

複数の消防活動拠点と無線通信

補助設備を整備し、また、ソフ

ト対策としてもチカホと接続ビ

ルの防火防災体制の構築を働き

かけ、継続して取り組んでいま

す。

一方地上においては、ＪＲ琴

似駅地区の全天候型空中歩廊が

現在の札幌中心部

新さっぽろアクティブリンク
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冬の徒歩環境を飛躍的に改善したことから、その後の再開発に取入れられました。現在

進行中の新さっぽろ地区再開発に設置される直径約85ｍの楕円リング型全天候型空中歩

廊「アクティブリンク」では、商業施設、ホテル、医療施設、マンションなど８棟を接

続するものであることから、関係部局と民間コンサルタントとともに知恵を絞り、アク

ティブリンク本体に接続建築物群が互いの火災の影響を受けないための「緩衝帯」とし

て、スプリンクラー設備を設置させ、防火安全の機能を持たせました。

○新たなる時代へ

本年は新型コロナウイルスの影響を大きく受けていますが、冬の厳しい寒さと美しい

雪、それに対比した暖かな都市空間とのギャップが魅力である札幌は「大自然と都市生

活を同時に楽しめる観光都市」として国内外から多くの観光客が訪れており、多くがリ

ピーターとなっています。

10年後の北海道新幹線の札幌市延伸により観光客のさらなる増加が見込まれ、ＪＲ札

幌駅周辺に新幹線駅を含む大規模複合施設の建設が計画されるだけでなく、中心部では

様々な再開発計画が急ピッチで進行しています。計画の多くが地下空間や空中歩廊を通

じて市民や観光客が自由で安全に建築物間を往来できるものとなっており、それぞれの

計画が連動して活気に満ち溢れる都市空間の

創生を目指しています。

札幌市消防局は、197万の市民が生活し、

多くの観光客が集う賑わいのある札幌のまち

づくりを一層の安心安全で支えていくため、

今後も積極的に関与していきます。

結びになりますが、貴協会の益々のご発展

と全国の消防関係者の皆様のご健勝、ご活躍

を心からご祈念申し上げ、巻頭の言葉とさせ

ていただきます。 観光街　すすきの
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はじめに

本資料は、令和元年中に発生した火災のうち、消防法でいう消防用設備等の設置又は

防火管理について規制を受ける対象物（以下「規制対象物」という。）の火災状況を分

析し、今後の予防行政を効果的に推進するための火災予防対策資料として作成したもの

である。

１　火災発生状況

⑴　大阪市内の火災概況

令和元年中の火災発生状況は、火災件数745件、焼損床面積6,204㎡、損害額７億5,628

万円であった。平成30年中に

比べて火災件数は４件の増加、

焼損床面積は1,162㎡の増加、

そして損害額は２億4,496万

９千円の増加であった。火災

の内訳は、建物火災569件、

車両火災56件、船舶火災１件、

航空機火災０件、その他の火

災119件、爆発０件であった。

火災による死者は、放火自殺

者を除くと23人で前年に比べ

て４人減少し、放火自殺者は

２人で、前年に比べて２人減

少した。また、火災による負

傷者は187人で、前年に比べ

て２人減少した。

令和元年中の規制対象物における火災発生状況
（その１）

消防機関火災事例

表-1　火災概況

大阪市消防局予防部

令和元年 平成30年 比較 比率（％）

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

745 741 4 100.5

建物 569 551 18 103.3

車両 56 51 5 109.8

船舶 1 1 - 100.0

航空機 - - - -

その他 119 133 -14 89.5

- 5 -5 -

全焼 15 13 2 115.4

半焼 23 26 -3 88.5

部分焼 157 139 18 112.9

ぼや 374 373 1 100.3

面積 6,204 5,042 1,162 123.0

建物火災１件当たり 10.9 9.2 2 118.5

損害額 756,280 511,311 244,969 147.9

火災１件当たり 1,015.0 690.0 325 147.1

死者（放火自殺者を除く） 23 27 -4 85.2

死者（放火自殺者） 2 4 -2 50.0

負傷者（消防職員を除く） 187 189 -2 98.9

火災件数（件） 2.0 2.0 - 100.0

焼損床面積（㎡） 17.0 13.8 3 123.2

損害額（千円） 2,072.0 1,401.0 671 147.9

2.7 2.7 - 100.0

※数値は、小数点以下第二位を四捨五入しています。

区分

死傷者
（人）

１日当たり

人口１万人当たり火災件数（件）

火災件数（件）

火災種別

（件）

爆発（件）

建物火災
焼損程度

（件）

焼損床面積
（㎡）

損害額
（千円）
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出火原因は、昨年から引き続き、「放火」（疑いを含む）が「たばこ」の件数を下回り、

「たばこ」が151件（20.3％）、次いで「放火」（疑いを含む）が113件（15.2％）、ガスこ

んろ64件（8.6％）であった。

表-2　原因別火災状況

寝たばこ 20 2.7 22 3.0 -2

その他 131 17.6 112 15.1 19

建物内 61 8.2 61 8.2 -

建物外 52 7.0 58 7.8 -6

ガス 48 6.4 44 5.9 4

その他 9 1.2 4 0.5 5

注）溶接（断）機とは、ガス溶接（断）機・電気溶接機をいう。

※数値は、小数点以下第二位を四捨五入しています。

合計 745 100.0 741 100.0 4

不明 46 6.2 49 6.6 -3

その他 71 9.5 78 10.5 -7

自然発火 2 0.3 4 0.5 -2

コンデンサ 2 0.3 7 0.9 -5

ストーブ（電気以外） 2 0.3 5 0.7 -3

たき火 3 0.4 2 0.3 1

電気こんろ 10 1.3 3 0.4 7

ライター 11 1.5 16 2.2 2

溶接（断）機 13 1.7 17 2.3 1

火遊び 13 1.7 10 1.3 -11

ローソク 15 2.0 15 2.0 5

電気ストーブ 21 2.8 19 2.6 2

自動車等（放火除く） 35 4.7 32 4.3 3

電気製品 53 7.1 40 5.4 13

天ぷら油 57 7.7 48 6.5 9

電気配線類 63 8.5 66 8.9 -3

ガスこんろ 64 8.6 77 10.4 -13

放火 113 15.2 119 16.1 -6

A－B

たばこ 151 20.3 134 18.1 17

原因
令和元年 平成30年 比較

件数　A 比率　％ 件数　B 比率　％
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⑵　規制対象物の火災

令和元年中に発生した建物火災569件のうち、規制対象物で発生した火災は427件で

建物火災の75.0％であり、焼損床面積は3,057㎡、損害額は５億6,147万6,000円であった。

前年に比べて、火災件数は32件の増加、焼損床面積は535㎡の増加、そして損害額は２

憶5,646万円の増加であった。

火災による死者は、放火自殺者を除くと11人で前年に比べて３人減少し、放火自殺者

は２人で前年に比べて１人増加した。また、火災による負傷者については127人で、前

年に比べて４人減少した。

表-3　規制対象物の火災概況

令和元年 平成30年 比較 比率（％）

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

745 741 4 100.5

569 556 13 102.7

火災件数（件） 427 395 32 108.1

焼損床面積（㎡） 3,057 2,522 535 121.2

損害額（円） 561,476 305,016 256,460 184.1

１件当たり焼損床面積（㎡） 7.2 6.4 1 112.8

１件当たり損害額（円） 1,314.9 772.2 543 170.3

死者（放火自殺者を除く）（人） 11 14 -3 78.6

死者（放火自殺者）（人） 2 1 1 200.0

負傷者（消防職員を除く）（人） 127 131 -4 96.9

※数値は、小数点以下第二位を四捨五入しています。

規
制
対
象
物

区分

火災件数（件）

建物火災件数（爆発を含む）（件）

焼損床面積及び１件当たりの焼損床面積の単位：㎡、損害額の単位：千円
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⑶　用途別にみた規制対象物の火災

休止休業中のものを除いた市内の規制対象物103,418件のうち、火災が発生した規制

対象物は427件で全体の0.4％である。

これらを消防法施行令別表第一に掲げる用途別の火災発生件数でみると、共同住宅等

⑸項ロが208件と最も多く、次いで不特定多数の人が利用する複合用途防火対象物⒃項

イが96件、その他の複合用途防火対象物⒃項ロが38件、飲食店が22件となっており、こ

れらの用途だけで規制対象物火災全体の85.2％を占めている。

表-4　令別表第１（用途）別火災発生件数

用途 件数 比率（％）

イ 劇場・映画館 1 0.2

ロ 公会堂・集会場 - -

イ キャバレー･カフェ･ナイトクラブ等 - -

ロ 遊技場・ダンスホール - -

ハ 性風俗関連施設 - -

ニ カラオケ、個室ビデオ等 - -

イ 待合・料理店等 - -

ロ 飲食店 22 5.2

百貨店・マーケット等 5 1.2

イ 旅館･ホテル等 7 1.6

ロ 共同住宅等 208 48.7

イ 病院・診療所等 3 0.7

ロ 養護老人ホーム・老人短期入所施設等 2 0.5

ハ 老人デイサービスセンター・児童養護施設等 - -

ニ 幼稚園・特別支援学校 - -

小中高校・大学校等 5 1.2

図書館･博物館等 - -

イ 公衆浴場のうち蒸気浴場等 - -

ロ イ以外の公衆浴場 - -

停車場・発着場 1 0.2

神社・寺院・教会等 - -

イ 工場・作業場 21 4.9

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ - -

イ 車庫・駐車場 - -

ロ 飛行機等の格納庫 - -

倉庫 6 1.4

事務所等 11 2.6

イ 特定の複合用途防火対象物 96 22.5

ロ その他の複合用途防火対象物 38 8.9

地下街 1 0.2

文化財 - -

延長50メートル以上のアーケード - -

427 100.0

（２）項

令別表

（１）項

（１４）項

（３）項

（４）項

（５）項

（６）項

（７）項

（８）項

（９）項

（１０）項

（１１）項

（１２）項

（１３）項

※数値は、小数点以下第二位を四捨五入しています。

（１５）項

（１６）項

（１６の２）項

（１７）項

（１8）項

合計
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表-5　署別、用途別火災発生状況

103,418 427 0.4 46 17 6 11 45 19 14 8 14 21 9 26 12 8 16 13 13 11 12 18 15 14 34 25 -

イ 51 1 2.0 - - - - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ロ 975 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

イ 17 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ロ 149 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ハ 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ニ 57 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

イ 270 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ロ 3,055 22 0.7 5 2 1 1 3 - - 1 1 1 - 2 - 2 - - - - 1 - 1 1 - - -

2,273 5 0.2 - 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - - - 2 - - 1 - -

イ 2,683 7 0.3 - - - 1 2 - - - - 1 - - - 1 - - - - - - - - - 2 -

ロ 30,762 208 0.7 8 8 4 4 11 14 8 5 7 8 4 12 7 4 10 11 9 8 6 7 11 6 22 14 -

イ 879 3 0.3 - - - - - - - - - - 1 - - - 1 - - - - - - 1 - - -

ロ 771 2 0.3 - - - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 1 -

ハ 1,353 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ニ 240 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

1,981 5 0.3 1 1 - - - 1 - - 1 - - 1 - - - - - - - - - - - - -

22 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

イ 15 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ロ 188 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

169 1 0.6 - 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

717 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

イ 7,381 21 0.3 - 1 - 1 - - - 1 - 1 2 4 - 1 - - 1 - - 2 - - 6 1 -

ロ 3 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

イ 3,668 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ロ 2 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

5,637 6 0.1 - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - - 3 - 1 - - -

12,634 11 0.1 1 - - 1 3 1 - - - 1 1 - - - - - - - - 1 - - 2 - -

イ 15,279 96 0.6 26 1 1 - 21 1 2 - 4 7 1 3 3 - 2 - 2 3 3 1 2 5 2 6 -

ロ 11,908 38 0.3 5 2 - 1 2 2 4 1 - 2 - 4 2 - 3 2 1 - 2 2 1 - 1 1 -

10 1 10.0 - - - - - - - - 1 - - - - - - - - - - - - - - - -

63 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

205 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

（１６）項

（１６の２）項

（１７）項

（１８）項

（１０）項

（１１）項

（１２）項

（１３）項

（１４）項

（１５）項

水
上

合　　計

（１）項

（２）項

（３）項

鶴
見

阿
倍
野

住
之
江

住
吉

東
住
吉

平
野

淀
川

東
淀
川

東
成

天
王
寺

浪
速

西
淀
川

（９）項

西
成

（４）項

（５）項

（６）項

（７）項

（８）項

　　　署

用途

対
象
物
数
A

火
災
件
数
B

発
生
率
B
/
A
 
（
％
）

北
都
島

福
島

此
花

中
央

生
野

旭
城
東

西 港
大
正
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さらに規制対象物における火災を、出火用途別（複合用途防火対象物においては出

火した部分の用途とする。）にみると、共同住宅等⑸項ロが231件で全体の54.1％、飲食

店⑶項ロが64件（15.0％）、工場・作業場⑿項イが24件（5.6％）、事務所等⒂項が17件

（4.0％）となっている。

また、用途別火災発生件数のうち、複合用途防火対象物⒃項で発生した火災134件の

出火した部分の用途を件数の多い順にみると、共同住宅等⑸項ロ部分から出火した火災

が56件、飲食店⑶項ロが38件、事務所等⒂項が８件となっている。

表-6　出火用途別火災発生件数

用途 件数 比率（％）

イ 劇場・映画館 2 0.5

ロ 公会堂・集会場 - -

イ キャバレー･カフェ･ナイトクラブ等 - -

ロ 遊技場・ダンスホール 2 0.5

ハ 性風俗関連施設 - -

ニ カラオケ、個室ビデオ等 - -

イ 待合・料理店等 - -

ロ 飲食店 64 15.0

百貨店・マーケット等 10 2.3

イ 旅館･ホテル等 9 2.1

ロ 共同住宅等 231 54.1

イ 病院・診療所等 2 0.5

ロ 養護老人ホーム・老人短期入所施設等 1 0.2

ハ 老人ディサービスセンター・児童養護施設等 1 0.2

ニ 幼稚園・特別支援学校 - -

小中高校・大学校等 3 0.7

図書館･博物館等 - -

イ 公衆浴場のうち蒸気浴場等 - -

ロ イ以外の公衆浴場 - -

停車場・発着場 1 0.2

神社・寺院・教会等 - -

イ 工場・作業場 24 5.6

ロ 映画スタジオ・テレビスタジオ - -

イ 車庫・駐車場 4 0.9

ロ 飛行機等の格納庫 - -

倉庫 10 2.3

事務所等 17 4.0

文化財等 - -

延長50メートル以上のアーケード - -

46 10.8

427 100.0

（３）項

令別表

（１）項

（２）項

（１５）項

（４）項

（５）項

（６）項

（７）項

（８）項

（９）項

（１０）項

（１１）項

（１２）項

（１３）項

（１４）項

（１７）項

（１８）項

居宅等（共用部分も含む）

合計

※数値は、小数点以下第二位を四捨五入しています。
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⑷　原因別にみた規制対象物の火災

規制対象物での火災427件を出火原因別でみる

と、たばこが77件（18.0％）、放火（疑いを含む）

が54件（12.6％）、天ぷら油が52件（12.2％）、ガ

スこんろが51件（11.9％）、電気製品が35件（8.2 

％）等であった。

共同住宅等での火災231件を出火原因別でみ

ると、たばこが57件（24.7％）、天ぷら油が30件

（13.0％）、ガスこんろが28件（12.1％）、放火（疑

いを含む）が20件（8.7％）、電気製品類が16件

（6.9％）であった。

寝たばこ

その他

建物内

建物外

ガス

その他

放火
51件

54件
3件

たばこ
14件

77件
63件

天ぷら油
44件

52件
8件

ガスこんろ 51件

電気製品 35件

電気配線類 34件

電気ストーブ 14件

電気こんろ 10件

火遊び 9件

ローソク 9件

ライター 5件

コンデンサ 2件

溶接（断）機 2件

自然発火 1件

ストーブ（電気以外） 1件

たき火 1件

自動車等（放火除く） -

その他 42件

不明 28件

合計 427件

寝たばこ

その他

ガス

その他

建物内

建物外

たばこ

天ぷら油

ガスこんろ

放火

13件

44件

4件

28件

20件

26件

57件

30件

-
20件

16件

電気配線類

電気ストーブ

電気製品

電気こんろ

13件

9件

14件

ローソク

ライター

火遊び

8件

3件

3件

不明

合計

ストーブ（電気以外）

たき火

その他

1件

-

12件

17件

231件
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表
-
7
　
用
途
別
原
因
別
の
火
災
件
数

寝 た ば こ

そ の 他

建 物 内

建 物 外

ガ ス

そ の 他

4
2
7

1
4

6
3

5
1

3
4
4

8
5
1

3
5

3
4

1
4

1
0

9
9

5
2

2
1

1
1

-
4
2

2
8

（
１

）
項

イ
1

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

（
３

）
項

ロ
2
2

-
3

-
-

2
-

1
0

2
1

-
-

-
-

-
1

-
-

-
-

-
2

1

5
-

-
-

-
-

1
2

-
2

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

イ
7

-
-

1
-

1
-

-
2

1
-

1
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

ロ
2
0
8

1
0

3
9

3
1

1
2
2

4
2
2

1
3

1
0

1
1

8
6

4
2

-
-

-
-

-
-

1
2

1
3

イ
3

-
-

2
-

-
-

-
-

-
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

ロ
2

-
-

1
-

-
-

-
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

5
-

-
2

-
-

-
-

1
-

-
-

2
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

1
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

（
1
2
）
項

イ
2
1

-
-

-
-

-
-

-
3

5
-

-
-

-
-

1
1

1
-

-
-

8
2

6
-

-
-

1
-

-
1

-
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
1

-
2

-

1
1

-
1

1
-

-
-

1
1

2
-

-
-

-
1

-
-

-
-

-
-

3
1

イ
9
6

2
1
0

1
0

1
1
5

2
1
1

1
0

1
1

-
1

-
4

-
-

1
-

-
-

-
1
1

7

ロ
3
8

2
9

2
-

4
1

3
2

1
2

-
1

-
2

-
-

-
1

-
-

4
4

1
-

-
-

-
-

-
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

ガ ス こ ん ろ

（
1
6
）
項

（
1
6
の

２
）
項

合
計

（
４

）
項

（
７

）
項

（
1
0
）
項

（
1
4
）
項

（
1
5
）
項

（
５

）
項

（
６

）
項

　
　

　
　

原
因

   
用

途

合 計

た
ば

こ
放

火
天

ぷ
ら

油

電 気 配 線 類

電 気 ス ト ー ブ

不 明

ラ イ タ ー

コ ン デ ン サ

溶 接 （ 断 ） 機

そ の 他

自 然 発 火

ス ト ー ブ （ 電 気 以 外 ）

自 動 車 等 （ 放 火 除 く ）

電 気 製 品

電 気 こ ん ろ

火 遊 び

ロ ー ソ ク

た き 火
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表
-
8
　
複
合
用
途
対
象
物
の
発
生
場
所
別
及
び
原
因
別
の
火
災
件
数
（
⒃

項
イ
）

ガ ス

そ の 他

寝 た ば こ

そ の 他

建 物 内

建 物 外

9
6

1
5

2
2

1
0

1
1

1
1

1
0

1
1
0

4
1

1
-

-
-

-
-

-
1
1

7

（
１

）
項

イ
1

-
-

-
-

-
-

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

（
２

）
項

ロ
2

1
-

-
-

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

（
３

）
項

ロ
3
8

1
4

2
1

1
6

2
-

-
2

-
-

-
-

-
-

-
-

-
9

1

6
-

-
-

2
-

2
1

-
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

イ
3

-
-

-
-

-
-

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

1
1

ロ
2
8

-
-

1
2

5
5

4
-

3
4

1
-

-
-

-
-

-
-

1
2

（
１

３
）
項

イ
1

-
-

-
-

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

2

5
-

-
-

1
-

1
-

-
2

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-

1
0

-
-

-
4

-
1

3
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
1

居
宅

等

不 明

合
計

（
４

）
項

（
５

）
項

（１
４

）項

（１
５

）項

ラ イ タ ー

ス ト ー ブ （ 電 気 以 外 ）

火 遊 び

コ ン デ ン サ

自 動 車 等 （ 放 火 除 く ）

そ の 他

電 気 製 品

ロ ー ソ ク

溶 接 （ 断 ） 機

電 気 ス ト ー ブ

　
　

　
　

原
因

   
用

途

合 計

天
ぷ

ら
油

た
ば

こ
放

火

ガ ス こ ん ろ

電 気 配 線 類

電 気 こ ん ろ
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表
-
9
　
複
合
用
途
対
象
物
の
発
生
場
所
別
及
び
原
因
別
の
火
災
件
数
（
⒃

項
ロ
）

寝 た ば こ

そ の 他

ガ ス

そ の 他

建 物 内

建 物 外

3
8

2
9

4
1

3
2

-
2

2
2

1
1

1
-

-
-

-
-

4
4

（
５

）
項

ロ
2
8

2
7

4
-

3
1

-
2

-
1

1
1

-
-

-
-

-
-

3
3

（
１

２
）
項

イ
1

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

1
-

3
-

-
-

-
-

-
-

-
2

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

1

3
-

1
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
1

-
-

-
-

-
-

-

3
-

1
-

-
-

1
-

-
-

1
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-不 明

合
計

（
1
4
）
項

（
1
5
）
項

居
宅

等

コ ン デ ン サ

ロ ー ソ ク

そ の 他

電 気 製 品

ラ イ タ ー

電 気 配 線 類

火 遊 び

自 動 車 等 （ 放 火 除 く ）

電 気 こ ん ろ

溶 接 （ 断 ） 機

　
　

　
　

原
因

   
用

途

電 気 ス ト ー ブ

ス ト ー ブ （ 電 気 以 外 ）

合 計

た
ば

こ
天

ぷ
ら

油

ガ ス こ ん ろ

放
火



検定協会だより　令和２年８月

－14－

２　火災の発見と避難状況

⑴　火災の発見者、発見に至った経過及

びその後の行動

火災の発見者は、規制対象物火災427

件のうち、火気取扱者が129件（30.2％）、

次いで同一建物内居住者70件（16.4％）、

火元居住者63件（14.8％）及び火元勤務

者44件（10.3％）の順に多く、これらで

71.7％を占めている。

また、火災を発見するに至ったきっか

けは、火煙が148件（34.7％）、臭気が89

件（20.8％）、自動火災報知設備が64件

（15.0％）であった。

表-10　火災の発見者 

表-11　火災発見のきっかけ

発見者 件数 比率（％）
火気取扱者 129 30.2
同一建物内居住者 70 16.4
火元居住者 63 14.8
火元勤務者 44 10.3
近隣者 30 7.0
客・外来者 21 4.9
通行人 18 4.2
同一建物内勤務者 18 4.2
警備員・常駐以外 15 3.5
管理人 5 1.2
警備員・常駐 3 0.7
消防職員 3 0.7
警察官 1 0.2

工事関係者 1 0.2
同一敷地内居住者 1 0.2
不詳 1 0.2
その他 4 0.9

合計 427 100.0
※数値は、小数点以下第二位を四捨五
　入しています。

発見のきっかけ 件数 比率（％）

火煙 148 34.7

臭気 89 20.8

自動火災報知設備 64 15.0

火気取扱中 38 8.9

物音 36 8.4

住宅用火災警報器 9 2.1
熱気 8 1.9
不明 1 0.2
その他 34 8.0

合計 427 100.0
※数値は、小数点以下第二位を四捨五
　入しています。
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表-13　避難状況 ⑵　避難状況

規制対象物の火災427件のうち、出火建

物にいた人が階段等を使用して避難を行っ

た火災は65件であり、その内訳は次のとお

りであった。

なお、使用していない理由としては、階

段室に煙が充満していた及び火災の規模等

の理由により避難をする必要がなかった等

であった。

さらに、発見者の火災発見後の行動として、多い順に消火に従事したが96件（22.5％）、

119番通報したが83件（19.4％）人に火災を知らせたが47件（11.0％）となった。

表-12　発見後の行動

発見後の行動 件数 比率（％） 発見後の行動 件数 比率（％）

消火に従事した 96 22.5 通報後人に知らせた 5 1.2

１１９番通報した 83 19.4 熱源を断った 5 1.2

人に火災を知らせた 47 11.0 避難した 5 1.2

消火してから通報した 30 7.0 人に通報と消火を依頼した 4 0.9

人に通報を依頼した 19 4.4 通報後消火に従事した 4 0.9

消火してから人に知らせた 14 3.3 通報依頼し消火しようとした 3 0.7

その他 13 3.0 消防機関に駆付けた 2 0.5

警察に通報した 13 3.0 人に消火を依頼し通報した 2 0.5

何もしなかった 11 2.6 通報依頼し避難誘導等をした 2 0.5

消火したが消えず人に知らせた 7 1.6 避難してから通報した 2 0.5

消火したが消えず避難した 7 1.6 避難誘導等をし通報した 2 0.5

人に火災を知らせ通報した 7 1.6 不詳 2 0.5

通報依頼し消火に従事した 7 1.6 救急要請した 1 0.2

燃焼物を他に移した 7 1.6 救助を求めた 1 0.2

消火したが消えず通報を依頼 6 1.4 傷の手当をした 1 0.2

人に火災を知らせ消火に従事 6 1.4 消火準備中拡大し消火できず 1 0.2

消火したが消えず通報した 5 1.2 人に火災を知らせ避難誘導 1 0.2

人に消火を依頼した 5 1.2 避難誘導等をし消火に従事した 1 0.2

427 100.0合計

※数値は、小数点以下第二位を四捨五入しています。

避難状況 件数 比率（％）

屋内階段 31 47.7

屋外階段 11 16.9

屋内避難階段 11 16.9

屋外避難階段 8 12.3

エレベーター 3 4.6

エスカレーター 1 1.5

合計 65 100.0
※数値は、小数点以下第二位を四捨五入して
　います。
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協会情報
NS

検定協会だより　令和２年８月

　令和元年度の検定協会決算概要について

総務部監理課

当協会の令和元年度決算は、令和２年６月17日に総務大臣に提出しました。その概要

は以下のとおりです。

Ⅰ　令和元年度主要重点事項の実施状況

１．試験・検査業務の信頼性の確保維持向上

（１）業務の適正な実施体制の確保充実

組織全体としてコンプライアンスの確保と厳正かつ公正な事業の実施体制の確保

に努めるため、公平・公正な型式適合検定等を行っているかどうかを確認するため

の抜打確認、管理職を対象とした外部講師による部下のマネジメントに係る研修及

び屋外警報装置等に係る規定の整備を行いました。

また、地震災害時に業務への影響を最小限にとどめるため、事業継続計画に基づ

き、職員の安否確認訓練を抜き打ちの形態により実施し、改善点の洗い出し及びそ

の対策を行ったほか、事業継続計画を確実なものとするため、非常用飲料水、食料

等の備蓄の充実を図りました。

（２）試験施設・設備の整備

試験施設・設備等整備中期計画に基づき、試験施設関係では、消火散水試験場・

排煙浄化設備の排風機の交換などを行い、試験設備関係では、感知器の感度試験機、

受信機等の衝撃電圧試験機、消火漏れ電流試験機、閉鎖型スプリンクラーヘッドの

散水試験の散水ます、消防用ホースのゴム剥離試験機等の整備により、試験の精度

の確保に努めました。

また、更新期限を迎える協会内ネットワークシステムの改修作業を完了しました。

さらに、試験施設等の長期的な整備を実施するための試験施設等整備計画（長期

計画）に基づいて、中央試験場の建て替えに向けた検討を進めました。
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（３）試験品質・検査品質の確保維持向上

国際規格「ISO ／ IEC17025試験品質システム」に適合する認定試験所として信

頼性の高い試験データの確保・提供を行うため、品質方針及び品質目標を掲げ、そ

れを遵守しながら試験業務を遂行するとともに、測定機器等の校正、内部監査、マ

ネジメントレビューなどの実施により、試験品質システムの維持・向上に努め、認

定機関の更新審査を経て ISO ／ IEC17025：2017年版に基づく試験所として認定の

継続を行いました。

また、検査品質の信頼性を高めるために、職員の検査技術の向上に努めました。

（４）職員教育研修の充実

試験・検査の信頼性を確保するため、コンプライアンス、消防用機械器具等に関

する規格基準、試験・検査方法等に関する内部研修資料の充実に努めるとともに、

職員研修に関する規程の見直し、消防大学校への研修派遣、品質管理や測定等試験

技術に係る外部研修等への積極的参加により職員の知識及び技術力の向上を図りま

した。

また、受託評価業務等における品質管理体制等の審査を適切に実施するため、品

質マネジメントシステム審査員等の養成に努めました。

２．消防用機械器具等の調査、普及等

（１）消防用機械器具等の性能、機能に関する調査等

消防機関と連携して、設置後10年を経過した住宅用防災警報器の設置状況等の調

査、分析及び消火器用消火薬剤の併用使用時における発生ガス等に係る調査を行い、

報告書を取り纏めました。

また、消防庁が行う施策に対し積極的に協力しており、消防庁と共にベトナム国

消防・救難救助警察局と会合を行うなど諸外国の消防関係機関との連携を図るとと

もに、ベトナム国防災展に出展し、日本で認証された消防用機械器具等の普及に努

めました。

（２）住宅防火対策の普及対応

本格的な高齢者社会を迎え、高齢者等を中心とした住宅火災による死者数の低減

を図るため、関係機関と連携して住宅用消火器等の設置推進、住宅用防災警報器の

設置効果に関する調査研究、適正な維持管理方法の推進に関する情報提供等を行い、
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住宅防火対策の普及・推進に貢献しました。

（３）ISO ／ TC21への対応

消防器具の ISO 規格の作成に関し、サンクトペテルブルク（ロシア）で開催さ

れた国際会議の ISO ／ TC21総会、各 SC（分科会）及び WG（作業部会）並びに国

内の TC 委員会等に出席し、関係機関との連携により日本の意見を反映させるため

に建設的な提案を行うとともに、国際的な動向の把握に努めました。

また、負担金の拠出や職員を派遣することで、ISO ／ TC21協議会への支援を行

いました。

（４）AFIC 活動等への参加

アジア地域における消防検査機関の相互理解と情報交換という趣旨で設立された

AFIC（アジア防火検査協議会）の活動に参加しており、韓国で開催された第10回

総会及び事務レベル会議に出席し、アジア地域の消防関係試験・検査機関との連携

を深めるとともに、情報収集等に努めました。

３．協会業務に関する情報提供・広報の充実等

（１）消防用機械器具等に関する技術情報の提供の充実

使用者・利用者をはじめ消防関係機関の関係者に対し、当協会が実施している検

定対象機械器具等の試験・検査に関する情報、特殊消防用設備等の評価結果並びに

調査研究及び試験に関する技術情報について、ホームページ及び機関誌により公表

するとともに、全国消防長会及び消防本部が開催する委員会、講習会等に協会職員

を講師として派遣し、検定制度や消防用機械器具等に関する技術情報の提供を行い

ました。さらに、法令改正等に伴う変更内容の周知を図るため、関係団体と共に、

消防用機械器具等の製造販売者を対象とした研修会（消防機器等に関する研修会）、

消防職員を対象とした講習会（予防技術講習会）を開催するなど、幅広く情報提供

に努めました。

（２）展示会等外部情報提供の充実

神戸市で開催された第19回レスキューロボットコンテストへの協賛及び出展のほ

か、科学技術週間にあたり消防庁消防大学校・消防研究センター等とともに一般公

開を開催するなど、情報提供の機会を確保し、消防用機械器具等の使用者をはじめ
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消防関係機関の関係者、一般の方々に対して、当協会の業務及び取り扱う消防用機

械器具等に関する情報提供を積極的に行いました。

Ⅱ　損益等の状況

令和元年度の各事業における収入については、前年度と比較して検定事業は3.6％

の減収、受託事業は3.2％の減収となり、これらを合わせた事業収入は19億5,330万

7,963円となりました。

この結果、事業外収入と合わせた収益は19億8,614万7,597円となり、前年度と比較

して3.8％の減収となりました。

また、費用については、散水分布試験の散水ます及び衝撃電圧試験機の更新並びに

協会内ネットワークシステムの改修を行うなど、試験設備及び施設の整備等に経費を

要したことから、18億4,113万2,031円の支出となり、前年度と比較して0.04％の微増

となりました。

これらの結果、令和元年度は当期利益金１億4,501万5,566円を計上しました。
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表-1　型式試験、型式変更試験及び型式適合検定の合計金額

平成30年度 令和元年度

金額 金額

［円］ ［円］

大型 14,159,295 13,042,841 92.1 0.9 0.8

小型 263,724,020 263,712,004 100.0 16.4 17.1

大型 59,616 48,587 81.5 0.0 0.0

小型 1,831,419 1,383,985 75.6 0.1 0.1

8,229,237 7,900,812 96.0 0.5 0.5

75,011,096 66,748,767 89.0 4.7 4.3

13,517,030 10,477,824 77.5 0.8 0.7

8,594,820 8,950,493 104.1 0.5 0.6

感知器 598,855,429 593,717,451 99.1 37.4 38.4

発信機 22,076,468 15,434,292 69.9 1.4 1.0

59,051,504 63,669,287 107.8 3.7 4.1

263,424,715 267,629,348 101.6 16.4 17.3

242,505,865 199,163,360 82.1 15.1 12.9

29,106,124 29,560,162 101.6 1.8 1.9

3,201,444 3,583,576 111.9 0.2 0.2

1,603,348,082 1,545,022,789 96.4 100.0 100.0合計

火災報知
設備

中継器

受信機

住宅用防災警報器

金属製避難はしご

緩降機

消火器 

消火器用
消火薬剤

泡消火薬剤 

閉鎖型スプリンクラー
ヘッド

流水検知装置

一斉開放弁

年度
対前年度比率

［％］

構成比［％］

金額
平成30年度 令和元年度

種別
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表-2　受託評価の合計金額

［円］ ［円］

特殊消防ポンプ自動車 20,277,000 21,867,900 107.8

特殊消防自動車 19,022,904 13,373,172 70.3

小計 39,299,904 35,241,072 89.7

245,532 390,140 158.9

2,452,836 2,800,133 114.2

20,311,093 20,574,099 101.3

0 0 -

742,608 838,596 112.9

141,264 223,712 158.4

25,167,325 23,723,288 94.3

771,723 1,104,645 143.1

188,978 362,390 191.8

8,640 7,800 90.3

0 -

0 -

4,365,147 3,474,669 79.6

0 0 -

0 0 -

597,220 604,100 101.2

428,760 338,640 79.0

2,735,100 2,521,832 92.2

2,678,940 3,467,432 129.4

574,560 754,520 131.3

12,841,200 12,378,400 96.4

4,296,888 4,373,730 101.8

消防ポンプ自動車 45,609,480 45,789,420 100.4

可搬消防ポンプ 12,033,360 12,486,150 103.8

小計 57,642,840 58,275,570 101.1

64,327,491 56,462,069 87.8

34,144,372 28,721,482 84.1

6,581,956 7,494,683 113.9

8,507,766 5,687,968 66.9

289,052,143 269,820,970 93.3

4,107,820 5,476,041 133.3

13,714,050 11,038,171 80.5

16,922,453 16,663,667 98.5

パッケージ型自動消火設備 0 0 -

パッケージ型自動消火設備・構成部品 0 0 -

小計 0 0 -

0 0 -

消火栓等 5,925,571 6,843,985 115.5

ノズル 6,156,852 6,338,235 102.9

消防用ホースと結合金具の装着部 6,466,186 6,016,630 93.0

小計 18,548,609 19,198,850 103.5

閉鎖型泡水溶液ヘッド 5,813,370 6,754,404 116.2

開放型泡水溶液ヘッド 464,962 527,959 113.5

感知継手 375,300 396,800 105.7

小計 6,653,632 7,679,163 115.4

放水型ヘッド等を用いるスプリンクラー設備 1,080,000 0 皆減

放水型ヘッド等を用いるスプリンクラー設備・構成装置 6,453,000 8,478,300 131.4

小計 7,533,000 8,478,300 112.5

67,479,564 68,534,192 101.6

41,402,538 37,418,193 90.4

835,596 2,352,900 281.6

23,017,100 30,158,919 131.0

23,852,696 32,511,819 136.3

421,786,941 408,285,174 96.8

受
託
試
験
等

消防機器等評価

調査研究受託試験及び消防ポンプ自動車用機関等
受託試験

受託試験等合計　（Ｄ）

総合計　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）

特定駐車場用泡
消火設備

放水型ヘッド等
を用いるスプリン
クラー設備

認定評価合計　（Ｂ）

特定機器評価　（Ｃ）

品
質
評
価

特殊消火装置

消火器及び消火器加圧用ガス容器の容器弁

総合操作盤

屋内消火栓設備

消防用ホース

結合金具

漏電火災警報器

エアゾール式簡易消火具

品質評価合計（Ａ）

認
定
評
価

非常ベル及び自動式サイレン

地区音響装置 

放送設備

パッケージ型自
動消火設備

消防用積載はしご

消防用接続器具 

外部試験器の校正

特殊消火装置（オーバホール等） 

消防用吸管 

動力消防ポンプ

住宅用スプリンクラー設備

住宅用スプリンクラー設備・構成部品

可搬消防ポンプ積載車

ホースレイヤー

屋外警報装置

屋外警報装置に接続する中継装置

外部試験器

音響装置

予備電源

光警報装置  

光警報制御装置 

消火設備用消火薬剤 

放火監視機器

（注）　制度上、試験区分に該当しないものは、斜線で表示した。

消火器加圧用ガス容器

蓄圧式消火器用指示圧力計

補助警報装置及び中継装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
種別

平成30年度 令和元年度 対前年度
比率［％］
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表-3　令和元年度損益計算書

平成３１年４月　１日から

令和　２年３月３１日まで

勘 定 科 目 勘 定 科 目
円 円 円 円

事業費 事業収入

検定事業費 検定事業収入

受託事業費 受託事業収入

調査研究費

減価償却費

一般管理費

管理諸費

租税課金 事業外収入

消費税 運用収入

交際費 雑収入

特別損失

固定資産除却損

当期利益金

　当期利益金

合 計 合 計

費 用 収 益

金 額 金 額

法人税、住民税
及び事業税
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表-4　令和元年度貸借対照表
平成３１年４月　１日から

令和　２年３月３１日まで

勘 定 科 目 勘 定 科 目 金 額
円 円 円

流動資産 流動負債

現金 未払金

預金 未払費用

有価証券 未払消費税

未収金 未払法人税等

未収収益 前受金

  前払費用 預り金

貯蔵品

固定資産 固定負債

基本財産 退職給付引当金

土地

有価証券

その他の固定資産

有形固定資産 基本金

建物 基本金

〃減価償却累計額 △ 707,729,865

建物附属設備

〃減価償却累計額 △ 619,161,360

構築物 資本剰余金

〃減価償却累計額 △ 113,700,646 固定資産充当額

機械装置 減価償却積立額

〃減価償却累計額 △ 297,976,611

車輌運搬具 利益剰余金 △ 239,851,437

〃減価償却累計額 △ 9,819,393 積立金 △ 384,867,003

工具器具及び備品 当期利益金

〃減価償却累計額 △ 1,036,028,744

建設仮勘定

その他の有形固定資産

無形固定資産

電話加入権

その他の無形固定資産

投資

投資有価証券

不動産賃借敷金等

合 計 合 計

令和２年３月３１日現在

資 産 負 債 ・ 資 本

金 額
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協会情報
NS

令和２年９月29日（火）より虎ノ門事務所は、下記のとおり新事務所に移転いたします。

記

現事務所 新事務所

令和２年９月２４日（木）まで 令和２年９月２９日（火）より

（ただし、29日は電話対応のみ )

〒１０５－０００１

東京都港区虎ノ門２丁目９番１６号

日本消防会館９階

電  話：03-3593-2991

ＦＡＸ：03-3593-2990

〒１０５－００２１

東京都港区東新橋１丁目１番１９号

ヤクルト本社ビル１６階

電  話：未定

ＦＡＸ：未定

なお、９月２５日（金）及び２８日（月）については、本所にて電話対応します。

電話 :0422-44-7471

最寄り駅

・ＪＲ　「新橋」駅　銀座口　徒歩３分

・東京メトロ　銀座線「新橋」駅　Ｂ２番出口　徒歩２分

・都営　浅草線　「新橋」駅　汐留１番出口（１Ｃ）　徒歩１分

・新交通ゆりかもめ　「新橋」駅　汐留１番出口（１Ｃ）　徒歩１分

・都営　大江戸線　「汐留」駅　徒歩５分

ゆりかもめ
新橋駅

ヤクルト本社ビル

２番出口銀座口

汐留口

至 品川

至 東京

汐留シティセンター

日本テレビタワー

電
通
本
社
ビ
ル

至 東銀座
至 銀座

しんばし
交差点

入口

決まり次第、ＨＰ上でお知らせ

いたします。

日本消防検定協会虎ノ門事務所移転のお知らせ
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日直

おしらせ

有効期限を経過した受託評価品目

【非常警報設備・表示灯】

型　式　番　号
承認
年月日

住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 依　　頼　　者
有効期限の
終期日

認評非第２７～８号 H27.6.30 東京都千代田区岩本町三丁目２番４号 日信防災株式会社 R2.6.29

認評非第２７～９号 H27.6.30 東京都千代田区岩本町三丁目２番４号 日信防災株式会社 R2.6.29

上記の機械器具等が、型式に係る有効期限を経過しましたのでお知らせします。

上記の機械器具等は、有効期限の終期日以降、当該型式に基づく製品について新たに当協会の型式適合評価を受

け、合格表示が行われることはありません。

既に設置され又は型式適合評価を受け合格表示が行われた上記の機械器具等については、型式適合評価時におい

て基準への適合性が確認されており適正な設置及び維持管理がされていれば、当該有効期限の経過による使用への

影響はありません。
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■■業界の動き■■
- 会議等開催情報 -

◆（一社）日本火災報知機工業会◆

○業務委員会 （令和２年７月９日）

・住宅用火災警報器関連の報告他

　　検定申請個数等の定例報告

・事務局長会議議事概要について

・ＩＳＯ／ＴＣ２１国際会議　開催の中

止について

・委員長連絡会報告

○メンテナンス委員会

 （令和２年７月21日）

・点検実務検討小委員会報告

・委員長連絡会報告

　　　

○技術委員会 （令和２年７月16日）

・火報システム技術検討小委員会報告

・特小用途拡大検討小委員会報告

・委員長連絡会報告

○設備委員会 （令和２年７月30日）

・設備性能基準化小委員会報告

・工事基準書改訂小委員会報告

・委員長連絡会報告

○システム企画委員会

 （令和２年７月22日）

・火報企画小委員会報告

・光警報連携小委員会報告

・火災関連システムとの連携調査小委員

会報告

・委員長連絡会報告

○住宅防火推進委員会

 （令和２年７月29日）

・交換推進ＷＧについて

・第112回全国消防長会予防委員会開催

案内について

・第15期東京都住宅防火対策推進協議会

開催日程

・住宅用火災警報器検定申請数について

・お客様電話相談室受付結果について

・委員長連絡会について

◆（一社）日本消火器工業会◆

○第４回　企業委員会

 （令和２年７月９日）

・消火器の申請・回収状況

・消火器リサイクル推進センターからの

報告

・令和２年度社会貢献事業 住宅用消火

器配布事業について

・住宅防火火災の強化策について

○第４回　技術委員会

 （令和２年７月27日 対面・Web 併用）

・型式適合検定について

・検定・認定評価・品質評価細則につい

て



－27－

協　会　通　信

協　会　通　信

 検定協会だより　令和２年８月

・「消火器用消火薬剤の併用使用時にお

ける発生ガス等について調査」につい

て

◆（一社）日本消火装置工業会◆

○第187回「第一部技術分科会」（令和２

年７月17日　日本消火装置工業会）

１）水道連結 SP の耐震ガイドライン

等の検討

２）国交省公共建築工事標準仕様書等

改訂意見等の検討

３）その他

○第183回「第二部技術分科会」（令和２

年７月30日　日本消火装置工業会）

１）今後見込まれるＰＦＯＡ規制につ

いて

２）一斉開放弁の点検基準について

３）その他

○第163回「第三部技術分科会」（令和２

年７月21日　日本消火装置工業会）

１）令和元年度　第三部会技術分科会

活動報告（案）について

２）国土交通省　H31年版標準仕様書

改訂意見等について

３）その他

◆（一社）日本消防ポンプ協会◆

〇臨時総会（書面）（令和２年７月16日）

・役員の補欠選任について

〇総務委員会 （令和２年７月22日）

・全国消防機器協会事務局長会議等の報

告について

・令和２年度臨時総会の開催について

・理事会の開催について

・入会希望について

・退会について

・日本消防ポンプ協会会員名簿について

・日本消防ポンプ協会パンフレットにつ

いて

・令和３年度定時総会会場について

・その他

〇大型技術委員会（令和２年７月20日）

・R-34に係るいすゞ自動車販売㈱の聞

き取り調査

・R-34に係る日野自動車㈱の聞き取り

調査

・特定整備制度について

・その他
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■■人事異動■■
◆日本消防検定協会◆

○令和２年８月１日付

（氏名） （新） （旧）

【配置換え】

菊地　優介 警報設備部感知設備課
主任検定員

総務部付
主任検定員
消防庁予防課　特別研修員

大長　繁幸 総務部付
主任検定員
消防庁予防課　特別研修員

警報設備部感知設備課
主任検定員
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◆総務省人事◆

○令和２年７月30日付

（氏名） （新） （旧）

〔　政　令　職　以　上　〕

米澤　　健 辞職
【危険物保安技術協会理事長へ】

消防庁次長

中平　　真 辞職
【地方公務員災害補償基金理事へ】

本州四国連絡高速道路株式会社常
務執行役員

○令和２年７月31日付

（氏名） （新） （旧）

〔　政　令　職　以　上　〕

山口　英樹 消防庁次長 内閣官房内閣審議官（内閣官房副
長官補付）

澤田　史朗 大臣官房付
出向
【内閣官房内閣審議官（内閣官房
副長官補付）へ】

地方公務員災害補償基金理事

青山　忠幸 大臣官房付
辞職
【地方公共団体情報システム機構
事務局総括審議役　兼　情報化支
援戦略部長事務取扱　兼　企画執
行役へ】

個人情報保護委員会事務局総務課
長　命　個人情報保護委員会事務
局公文書監理官

緒方　俊則 大臣官房付
辞職

危険物保安技術協会理事長

鳥居　秀行 総合通信基盤局付
辞職

国立研究開発法人宇宙航空研究開
発機構第一宇宙技術部門衛星利用
運用センター主幹研究開発員

伊藤　秀俊 辞職 国際戦略局国際政策課情報通信国
際戦略交渉官　併任　国際戦略局
国際経済課

横山　隆裕 辞職 国際戦略局国際協力課技術協力専
門官　併任　国際戦略局国際政策
課

沼田　尚道 辞職 国際戦略局技術政策課技術調査専
門官

関口　　裕 辞職 総合通信基盤局電波部電波環境課
電波利用環境専門官
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〔　大　臣　官　房　〕

藤井　啓造 大臣官房付
辞職
【国立研究開発法人宇宙航空研究
開発機構第一宇宙技術部門衛星シ
ステム開発統括付主幹研究開発員
へ】

国立研究開発法人情報通信研究機
構オープンイノベーション推進本
部イノベーション推進部門統括

近藤　静也 辞職
【独立行政法人郵便貯金簡易生命
保険管理・郵便局ネットワーク支
援機構支援部支援課長へ】

大臣官房会計課厚生企画管理室課
長補佐

〔　国　際　戦　略　局　〕

渡辺　知尚 辞職
【国立研究開発法人宇宙航空研究
開発機構周波数管理室長へ】

国際戦略局国際経済課企画官　併
任　国際戦略局国際協力課

中川　拓哉 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構オープンイノベーション推進
本部事務局統括　兼　オープンイ
ノベーション推進本部イノベーシ
ョン推進部門標準化推進室長へ】

国際戦略局技術政策課課長補佐　
命　統括補佐　併任　情報流通行
政局情報通信政策課

宮田　　純 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構オープンイノベーション推進
本部ソーシャルイノベーションユ
ニット戦略的プログラムオフィス
マネージャーへ】

国際戦略局総務課総務係長

宮澤　高也 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構ネットワークシステム研究所
ネットワーク基盤研究室主任研究
員へ】

国際戦略局技術政策課研究推進室
課長補佐

森岡　裕一 任期満了 国際戦略局技術政策課イノベーシ
ョン推進官

〔　情　報　流　通　行　政　局　〕

布本　泰朗 任期満了 情報流通行政局情報通信政策課主
査

小栗　朋之 辞職
【独立行政法人郵便貯金簡易生命
保険管理・郵便局ネットワーク支
援機構総務部総務課へ】

情報流通行政局放送政策課　併任　
情報流通行政局衛星・地域放送課
国際放送推進室
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薗部　啓 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構経営企画部企画戦略室へ】

情報流通行政局放送技術課

富澤　和慶 辞職
【株式会社海外通信・放送・郵便
事業支援機構総務企画部へ】

情報流通行政局地上放送課企画係
長

〔　総　合　通　信　基　盤　局　〕

道方　孝志 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構経営企画部統括へ】

総合通信基盤局電波部電波政策課
電波利用料企画室課長補佐

榎本　淳一 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構先進的音声翻訳研究開発推進
センターシニアマネージャーへ】

内閣官房内閣情報調査室内閣衛星
情報センター技術部企画課

本庄　智之 辞職
【放送大学学園放送部企画編成課
課長補佐へ】

総合通信基盤局電気通信事業部事
業政策課調整係長

滝島　和音 辞職
【国立研究開発法人情報通信研究
機構総務部人事室人事グループ主
任へ】

総合通信基盤局電気通信事業部事
業政策課ブロードバンド整備推進
室主任

西村　光弘 任期満了 総合通信基盤局電気通信事業部電
気通信技術システム課主査

〔　サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 統 括 官 室　〕

橋本　太郎 任期満了 参事官補佐（サイバーセキュリテ
ィ統括官付参事官付）

〔　関　東　総　合　通　信　局　〕

中村　伸之 定年退職 関東総合通信局総務部長

田中　純一 定年退職 関東総合通信局電波監理部長
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◆消防庁人事◆

○令和２年７月19日付

（氏名） （新） （旧）

小池　裕昭 長官付
辞職
【消防団員等公務災害補償等共済
基金常務理事へ】

総務省大臣官房付

川島　　司 出向
【総務省大臣官房付へ】
（全国市町村職員共済組合連合会
事務局長）

消防・救急課長

岡澤　尚美 総務課課長補佐
辞職
【救急振興財団事務局審議役心得　
兼　救急救命東京研修所副所長心
得  兼　救急救命東京研修所総務
部長事務取扱へ】

川崎市消防局予防部担当部長

○令和２年７月20日付

（氏名） （新） （旧）

宮田　昌一 長官付
出向
【九州管区行政評価局長】

消防団員等公務災害補償等共済基
金常務理事

牧　慎太郎 出向
【総務省大臣官房付へ】
（辞職）

消防大学校長

寺田　文彦 消防大学校長 総務省大臣官房付

長尾　一郎 辞職 消防大学校消防研究センター所長

鈴木　康幸 消防大学校消防研究センター所長 消防庁審議官

齋藤　秀生 総務課長 総務省大臣官房付

石山　英顕 消防・救急課長 総務省大臣官房付

小谷　　敦 出向
【総務省自治行政局選挙部政治資
金課長へ】

国民保護・防災部防災課長

荒竹　宏之 国民保護・防災部防災課長 総務省大臣官房付　併任　総務省
自治行政局地域政策課
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大西　公一郎 出向
【総務省大臣官房付へ】
（内閣官房副長官補付企画官　命　
内閣官房情報通信技術（IT）総合
戦略室企画官）

国民保護・防災部防災課防災情報
室長

中越　康友 国民保護・防災部防災課防災情報
室長
併任解除
併任解除
併任解除

消防大学校調査研究部長　併任　
消防大学校教務部長　併任　消防
大学校教授　併任　長官付

増田　哲生 命　消防大学校調査研究部長事務
取扱
命　消防大学校教務部長事務取扱
併任　消防大学校教授

消防大学校副校長

吉開　正治郎 併任解除 総務省大臣官房政策立案総括審議
官　併任　大臣官房公文書監理官　
併任　行政管理局　併任　公害等
調整委員会事務局　併任　長官付

阪本　克彦 併任　長官付 総務省大臣官房政策立案総括審議
官　併任　大臣官房公文書監理
官　併任　政策統括官（統計基準
担当）付　併任　公害等調整委員
会事務局　併任　内閣官房内閣審
議官（内閣官房副長官補付）　命　
内閣官房統計改革推進室次長

原嶋　清次 併任解除 総務省大臣官房参事官（総務課）　
併任　大臣官房総務課公文書監理
室長　併任　公害等調整委員会事
務局　併任　長官付　併任　厚生
労働省医政局　併任　厚生労働省
健康局

山口　真矢 併任　長官付 総務省大臣官房参事官（総務課）　
併任　大臣官房総務課公文書監理
室長　併任　公害等調整委員会事
務局

大沢　　博 併任解除 総務省自治財政局財政課長　併任　
国民保護・防災部参事官

出口　和宏 併任　国民保護・防災部参事官 総務省自治財政局財政課長
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○令和２年８月１日付

（氏名） （新） （旧）

小谷　聡司 出向
併任解除
併任解除
【厚生労働省医薬・生活衛生局生
活衛生・食品安全企画課長補佐　
併任　医薬・生活衛生局生活衛
生・食品安全企画課国際情報専門
官　併任　医薬・生活衛生局食品
監視安全課長補佐　併任　医薬・
生活衛生局食品基準審査課　併任　
医薬・生活衛生局生活衛生課　併
任　医薬・生活衛生局水道課　併
任　医薬・生活衛生局食品基準審
査課新開発食品保健対策室バイオ
食品専門官　併任　大臣官房厚生
科学課科学技術調整官　命　厚生
労働省食品輸出促進プロジェクト
構成員へ】

消防・救急課救急専門官　併任　
消防・救急課救急企画室課長補佐　
併任　国民保護・防災部防災課課
長補佐

小塩　真史 消防・救急課救急専門官
併任　消防・救急課救急企画室課
長補佐
併任　国民保護・防災部防災課課
長補佐

厚生労働省大臣官房厚生科学課長
補佐　併任　厚生労働省医政局地
域医療計画課
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型式承認

種　　　　　　　　別 型　式　番　号 申　　請　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式
承認

年月日

小型消火器

消第
２０２０～９号

三津浜工業
株式会社

粉末 （ＡＢＣ）　１．２ｋｇ （蓄圧式、 鉄製） R2.4.13

消第
２０２０～１０号

三津浜工業
株式会社

粉末 （ＡＢＣ）　１．５ｋｇ （蓄圧式、 鉄製） R2.4.13

消第
２０２０～１１号

三津浜工業
株式会社

粉末 （ＡＢＣ）　２．０ｋｇ （蓄圧式、 鉄製） R2.4.13

消第
２０２０～１２号

三津浜工業
株式会社

粉末 （ＡＢＣ）　３．０ｋｇ （蓄圧式、 鉄製） R2.4.13

中継器
中第
２０２０～６号

能美防災株式会社 直流２４Ｖ、 外部配線抵抗５０Ω R2.3.27

光電式分離型感知器
（試験機能付）

感第
２０２０～１８号

ニッタン株式会社
１種 （２４Ｖ、 ６５ｍＡ） ・ 非蓄積型 ・公称監視距
離５ｍ～１００ｍ、 非防水型、 普通型、 再用型、
減光式

R2.6.19

感第
２０２０～１９号

ニッタン株式会社
２種 （２４Ｖ、 ６５ｍＡ） ・ 非蓄積型 ・公称監視距
離５ｍ～１００ｍ、 非防水型、 普通型、 再用型、
減光式

R2.6.19

型式変更承認

種　　　　　　　　別 型　式　番　号 申　　請　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式
承認

年月日

小型消火器

消第
２５～１１～１号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　２．０ｌ （蓄圧式、 鉄製） R2.6.4

消第
２５～１２～１号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　３．０ｌ （蓄圧式、 鉄製） R2.7.9

消第
２６～６～１号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　４．０ｌ （蓄圧式、 鉄製） R2.7.9

消第
２６～１７～１号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　３．５ｌ （蓄圧式、 鉄製） R2.7.9

消（自）
第２５～３～１号

ヤマトプロテック
株式会社

強化液　２．０ｌ （自動車用） （蓄圧式、 鉄製） R2.6.10

新たに取得された型式一覧
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品質評価　型式評価

種　　　　　　　　別 型　式　番　号 依　　頼　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式
承認

年月日

消防用ホース

Ｈ１０２１ＤＣ０１Ａ
株式会社
報商製作所

平、 合成樹脂、 使用圧０．７、 呼称４０ （シング
ル、 ポリエステル・ポリエステルフィラメント綾織、
円織）

R2.6.26

Ｈ１０２２ＥＣ０１Ａ
株式会社
報商製作所

平、 合成樹脂、 使用圧０．９、 呼称５０ （シング
ル、 ポリエステル・ポリエステルフィラメント綾織、
円織）

R2.6.26

Ｈ１０２２ＦＣ０１Ａ
株式会社
報商製作所

平、 合成樹脂、 使用圧０．９、 呼称６５ （シング
ル、 ポリエステル・ポリエステルフィラメント綾織、
円織）

R2.6.26

品質評価　型式変更評価

種　　　　　　　　別 型　式　番　号 依　　頼　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式
承認

年月日

漏電火災警報器変流
器 （屋外型）

Z ０４０２０１Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 １００Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧２６ｍＶ／５０ｍＡ

R2.5.12

漏電火災警報器変流
器 （屋内型）

Z ０４０２０３Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 ５０Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧２６ｍＶ／５０ｍＡ

R2.5.12

Z ０４０２０４Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 １００Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧２６ｍＶ／５０ｍＡ

R2.5.12

Z ０４０２０５Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 ４００Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧２６ｍＶ／５０ｍＡ

R2.5.12

Z ０４０２０６Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 ６００Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧２６ｍＶ／５０ｍＡ

R2.5.12

漏電火災警報器変流
器 （屋外型）

Z ０４０２０７Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 ２００Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧２６ｍＶ／５０ｍＡ

R2.5.12

Z ０４１００１Ｂ
テンパール工業
株式会社

警戒電路６００Ｖ、 １５０Ａ、 ５０／６０Ｈｚ、
単／３相、 設計出力電圧７４ｍＶ／１００ｍＡ

R2.5.12
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認定評価　型式評価

種　　　　　　　　別 型　式　番　号 依　　頼　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式
承認

年月日

地区音響装置
認評音第
２０２０～１号

サクサプレシジョン
株式会社

ＤＣ２４Ｖ、 １５ｍＡ、 公称音圧９０ｄＢ R2.7.9

認定評価　型式変更評価

種　　　　　　　　別 型　式　番　号 依　　頼　　者 型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式
承認

年月日

特定駐車場用泡消火
設備 ・ 閉鎖型泡水溶
液ヘッド

認評駐閉第
２６～１～２号

ヤマトプロテック
株式会社

バルブ型Ｃ６８、 感知範囲ｒ２．１、 呼称１５ （標
準ｒ２．１、 下向き、 発泡倍率５倍以上）

R2.7.2

認評駐閉第
２６～２～２号

ヤマトプロテック
株式会社

バルブ型Ｃ６８、 感知範囲ｒ２．１、 呼称１５ （標
準ｒ２．１、 上向き、 発泡倍率５倍以上）

R2.7.2

認評駐閉第
３０～１～１号

ヤマトプロテック
株式会社

バルブ型Ｃ６８、 感知範囲ｒ２．６、 呼称１５ （標
準ｒ２．６、 下向き、 発泡倍率５倍未満）

R2.7.2

認評駐閉第
３０～２～１号

ヤマトプロテック
株式会社

バルブ型Ｃ６８、 感知範囲ｒ２．６、 呼称１５ （標
準ｒ２．６、 上向き、 発泡倍率５倍未満）

R2.7.2

特定駐車場用泡消火
設備 ・ 開放型泡水溶
液ヘッド

認評駐開第
３０～１～１号

ヤマトプロテック
株式会社

呼称１５ （標準ｒ２．６、 下向き、 発泡倍率５倍未
満）

R2.7.2

認評駐開第
３０～２～１号

ヤマトプロテック
株式会社

呼称１５ （標準ｒ２．６、 上向き、 発泡倍率５倍未
満）

R2.7.2
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令和２年７月

検定対象機械器具等申請一覧表
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令和２年７月

性能評価申請一覧表

受託評価等依頼一覧表
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令和２年７月
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発行　日本消防検定協会
　　　 

印刷　株式会社　三州社

検定協会だよりはホームページでもご覧になれます。
当該刊行物にご意見・ご要望・ご投稿がありましたら、本所の企画研究部情報管理課検定協会だより事務局までお問い合わせください。

e-mail：kikaku＠jfeii.or.jp　　専用 FAX  0422-44-8415

http://www.jfeii.or.jp

検定協会では、消防用機械器具等について検

定及び受託評価を行い、性能の確保に努めてい

るところですが、さらに検定及び受託評価方法

を改善するため、次の情報を収集しています。

心あたりがございましたら、ご一報下さいます

ようお願いします。

（1）　消防用機械器具等の不作動、破損等、性

能上のトラブル例

（2）　消防用機械器具等の使用例（成功例又は

失敗例）

連絡先　東京都調布市深大寺東町 4-35-16

日本消防検定協会　企画研究課

電　話　0422-44-8471（直通）

E-mail

<kikenka@jfeii. or. jp>

検定協会からのお願い

本　　　　所　　〒182-0012　東京都調布市深大寺東町 4-35-16
　　　　　　　　　　　　　 TEL　0422-44-7471㈹　　FAX　0422-47-3991　

大 阪 支 所　　〒530-0057　大阪市北区曽根崎 2-12-7　清和梅田ビル４階
　　　　　　　　　　　　　 TEL　06-6363-7471㈹　　FAX　06-6363-7475

虎ノ門事務所　　〒105-0001　東京都港区虎ノ門 2-9-16　日本消防会館 9 階
　　　　　　　　　　　　　 TEL　03-3593-2991　　　FAX　03-3593-2990　

１日当たり新規感染患者数の記録更新を伝える連
日の報道など新型コロナウイルス感染症の収束の兆
しが見えないなか、我が国では、感染防止と経済活
動の両立に向けた様々な取組が進められています。

新型コロナによる経営への影響が大きい観光関係
事業を支援する目的で政府が取り組む「Go To トラ
ベル」事業は、一部地域を除いて７月22日から前
倒し実施されましたが、キャンセル料などその取扱
いを巡る混乱も起きました。

キャッシュレス・ポイント還元事業は、令和元年
10月の消費税増税への対応を目的としたものでし
たが、直接現金のやりとりをしないため感染防止に
も一定の効果を発揮しました。この事業は本年６月
末で終了し、今後は、マイナンバーカードを活用し
た「マイナポイント事業」（５千円上限）として本

年９月から開始される予定です。医療情報の閲覧へ
の活用など、今後のカード普及に期待したいと思い
ます。

さて、今月号では、札幌市消防局長の岡本征仁
様には巻頭のことばを、大阪市消防局予防部から
は「令和元年中の規制対象物における火災発生状況

（その１）」をご寄稿いただき誠にありがとうござい
ました。

９月号では、川崎市消防局長の日迫善行様には巻
頭のことばを、消防庁消防研究センターからは「第
68回全国消防技術者会議の開催について」を、大
阪市消防局予防部からは「令和元年中の規制対象物
における火災発生状況（その２）」を、全国消防協
会からは「住宅用防災警報器の設置効果に関する調
査報告書について」などを掲載する予定です。




